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民 主 党 へ の 政 権 交 代 で 税 制 は こ う 変 わ る
 
 民主党への政権交代が実現し、これから

はいよいよマニフェストの実行となります。

 税制も大きく改正されますが、どのよう

に税制が変わるのか概要を見てみましょう。

 改正の時期は、これから追って発表され

ることになります。 

区 分 項  目 内       容 
 

  法人税 
 

 

○･･減税 

×･･増税 

－･･変わらず 

？･･不明 

 

中小企業の軽減税率

の引き下げ ○ 

資本金１億円以下の会社について、所得８００万円以下の

部分について、現状の１８％（２２％より引き下げ済み）

を、さらに当分の間１１％に引き下げる。 

特殊支配同族会社の

損金不算入制度の廃

止 ○ 

一定の同族会社が対象となっている、社長の給料に関する

給与所得控除額相当が法人税の対象となる制度を廃止する

租税特別措置法の見

直し × 

租 税 特 別 措 置 法 の 抜 本 的 な 見 直 し を お こ な い 、 課 税

ベ ー ス が 拡 大 し た 場 合 に は 法 人 税 率 を 見 直 す 。 研 究

開 発 の 促 進 な ど 必 要 な 措 置 は 、 恒 久 措 置 へ 転 換 す る

 

 

 

所得税 
 

 

 

所得控除の整理  

×、○ 

「 配 偶 者 控 除 」 「 扶 養 控 除 」 の 廃 止 。  

「 老 年 者 控 除 」 の 復 活 。  

給与所得控除の見直

し ×、○ 

「給与所得控除」の適用所得に上限を設ける。 

「特定支出」を使いやすい形にする。 

公的年金控除の引き

上げ ○ 

６５歳以上の公的年金控除を、最低１２０万円から１４０

万円へ引き上げる。 

住宅ローン減税  

－、○  

 

最大控除額を拡大するのではなく、バリアフリーや省エネ

などに対して重点的な負担軽減策を講じる。また自己資金

の場合も、同様の控除が適用できるようにする。 

証券税制の軽減税率

（譲渡、配当） － 

軽 減 税 率 を 当 面 維 持 す る 。  

相続税 

 

相続税・贈与税の改

正 ？ 

相続税については「遺産課税方式」への転換を検討する。

贈与税のあり方も見直す。 

 

 

手当等 

 

 
 

 

子ども手当 ○ 所得控除の廃止を財源として、子ども１人あたり、月額２

万６千円（年額３１万２千円）を中学校卒業まで支給。 

公立高校の無料化、

私立高校の補助 ○ 

公立高校の授業料を無料化、私立高校の通学者へは授業料

を補助（年１２万円～２４万円程度） 

出産一時金 ○ ４２万円（１０月より）を見直し、５５万円の支給とする

【その他】 

■自動車取得税を廃止 ■「中小企業いじめ防止法」の制定 

■政府系金融機関について個人保証を撤廃、連帯保証人制度について廃止を含めあり方を検討

■「特別信用保証」制度を復活 ■セーフティネット信用保証の対象業種を拡大  

■国税審判のあり方や手続きについての見直し 

■更正の請求の期限１年の見直し ■罰則の強化や重加算税割合の引き上げ、など 

（落合 孝裕） 
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